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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期
第１四半期
累計期間

第28期
第１四半期
累計期間

第27期

会計期間

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成23年
10月１日
至平成23年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成23年
９月30日

売上高（千円） 2,254,7821,056,2685,367,183

経常利益（千円） 109,728 23,128 286,341

四半期（当期）純利益（千円） 52,800 13,108 156,264

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 4,969,1924,969,1924,969,192

発行済株式総数（株） 267,808 267,808 267,808

純資産額（千円） 15,524,26315,458,23115,508,613

総資産額（千円） 43,897,71144,555,52544,106,600

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
202.25 52.10 609.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 200

自己資本比率（％） 35.4 34.7 35.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

   

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間(平成23年10月１日～平成23年12月31日)におけるわが国経済は、東日本大震災後の落ち込みか

ら回復する動きが続きましたが、海外経済の減速や円高進行の影響などから輸出や生産の持ち直しの動きが足踏みす

る展開となりました。今後、政府の財政支出をはじめとして、復旧・復興需要が下支えとなることが見込まれます。一方

では、欧州の債務問題の展開次第では海外経済の減速や円高の動きが強まる可能性があるなど、先行きは不透明な状況

にあります。

　このような事業環境下、当期は物件の売却は見込まず選択と集中により賃貸事業に経営資源を投入し、テナントリー

シング業務に注力することといたしました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高1,056百万円（前年同四半期比53.2％減）、経常利益23百万

円（前年同四半期比78.9％減）、四半期純利益13百万円（前年同四半期比75.2％減）となりました。なお、前期末に一

部の物件を販売用不動産から固定資産に振替えたことによる売上原価（減価償却費）の増加により、経常利益は122百

万円、四半期純利益は69百万円それぞれ減少しております。

　なお、当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、当第１四半期累計期間よ

り、セグメント別の業績の記載を省略しております。 

　　

（２）財政状態 

　当第１四半期会計期間末におきましては、総資産は、前事業年度末の44,106百万円から44,555百万円と448百万円増加

しました。これは主に、建物が201百万円、その他の有形固定資産が31百万円、投資その他の資産が37百万円減少したも

のの、現金及び預金が727百万円増加したことによるものです。 

　総負債は、前事業年度末の28,597百万円から29,097百万円と499百万円増加しました。これは主に、未払法人税等が100

百万円、社債（一年以内含む）が97百万円、営業未払金が34百万円減少したものの、長期借入金（一年以内含む）が563

百万円、短期借入金が148百万円増加したことによるものです。

　純資産は、前事業年度末の15,508百万円から15,458百万円と50百万円減少しました。これは主に、四半期純利益を13百

万円計上したものの、前期末配当金50百万円及び自己株式の増加14百万円があったことによるものです。 

　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

　　 　

（４）研究開発活動

  特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 738,000

計 738,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年２月10日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 267,808 　　　  　 267,808東京証券取引所市場第一部

単元株制度は採

用しておりませ

ん。

計 267,808 267,808 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成24年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年10月１日～

平成23年12月31日
－ 267,808 － 4,969,192 － 5,099,179

 

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

 

①【発行済株式】

　 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）　

　　　
普通株式　　15,993 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　251,815 251,814
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 267,808 － －

総株主の議決権 － 251,814 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄における「株式数（株）」の欄には証券保管振替機構名義の失念株式１株を含

めておりますが、「議決権の数（個）」の欄には当該株式にかかる議決権１個は除いております。 

②【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ランド

ビジネス

東京都千代田区霞が関三丁目２

番５号　霞が関ビルディング
15,993 － 15,993 5.97

計 ― 15,993 － 15,993 5.97

（注）当第１四半期会計期間末日現在の所有株式数は16,930株となっております。

　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成23年10月１日から平成23年

12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,350,709 6,077,823

営業未収入金 40,571 41,640

販売用不動産 943,655 943,655

仕掛販売用不動産 1,256,336 1,256,966

その他 179,261 170,173

貸倒引当金 △2,953 △2,808

流動資産合計 7,767,582 8,487,451

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 19,697,522 19,496,096

土地 14,581,895 14,581,895

その他（純額） 534,091 502,656

有形固定資産合計 34,813,510 34,580,648

無形固定資産 756,931 756,520

投資その他の資産 ※1
 768,576

※1
 730,904

固定資産合計 36,339,018 36,068,074

資産合計 44,106,600 44,555,525

負債の部

流動負債

営業未払金 76,348 42,346

短期借入金 87,500 235,700

1年内返済予定の長期借入金 4,047,266 4,723,886

1年内償還予定の社債 543,000 461,000

未払法人税等 117,194 16,581

賞与引当金 15,312 7,646

その他 521,794 572,254

流動負債合計 5,408,414 6,059,414

固定負債

社債 737,000 722,000

長期借入金 19,695,964 19,582,520

退職給付引当金 18,090 18,977

受入敷金保証金 2,444,492 2,433,768

その他 294,024 280,613

固定負債合計 23,189,572 23,037,880

負債合計 28,597,987 29,097,294
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,969,192 4,969,192

資本剰余金 5,099,179 5,099,179

利益剰余金 5,984,746 5,947,491

自己株式 △408,630 △422,718

株主資本合計 15,644,487 15,593,145

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △135,874 △134,913

評価・換算差額等合計 △135,874 △134,913

純資産合計 15,508,613 15,458,231

負債純資産合計 44,106,600 44,555,525
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高 2,254,782 1,056,268

売上原価 1,774,317 673,592

売上総利益 480,464 382,675

販売費及び一般管理費 189,619 176,695

営業利益 290,845 205,980

営業外収益

受取利息 483 376

雑収入 2,656 354

営業外収益合計 3,140 731

営業外費用

支払利息 150,188 152,917

資金調達費用 30,054 25,553

雑損失 4,014 5,113

営業外費用合計 184,257 183,583

経常利益 109,728 23,128

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18,623 －

特別損失合計 18,623 －

税引前四半期純利益 91,104 23,128

法人税等 38,304 10,020

四半期純利益 52,800 13,108
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【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

  当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年９月30日）

当第１四半期会計期間
（平成23年12月31日）

 ※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 1,425千円

　

 ※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 1,425千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ

・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に

係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期累計期間
（自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日）

減価償却費 127,042千円 249,451千円

 

EDINET提出書類

株式会社ランドビジネス(E04038)

四半期報告書

10/14



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年12月16日

定時株主総会
普通株式 52,332 200

平成22年

９月30日

平成22年

12月17日
利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

1株当たりの
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年12月16日

定時株主総会
普通株式 50,363 200

平成23年

９月30日

平成23年

12月19日
利益剰余金

　

（持分法損益等）

　該当事項はありません。  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　

 
報告セグメント

合計
不動産投資事業 賃貸事業

売上高    

外部顧客への売上高 1,399,764 855,018 2,254,782
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － －

計 1,399,764 855,018 2,254,782

セグメント利益 7,369 283,475 290,845

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書における営業利益と一致しております。

　

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自平成23年10月１日 至平成23年12月31日）

当社は賃貸事業を主要な事業としており、他の事業セグメントの重要性が乏しいため、記載

を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 202円25銭 52円10銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 52,800 13,108

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 52,800 13,108

普通株式の期中平均株式数（株） 261,072 251,613

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

該当事項はありません。 同　左

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年２月10日

株式会社ランドビジネス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新田　　誠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮下　　毅　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ランドビ

ジネスの平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第28期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年10月１日から平成23年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半

期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ランドビジネスの平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　　

　　　　　　　期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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